














































1954　（100）32．51・） 31．06 13．59 18．70 8．42 4．27 5．65 5．78 2．95 3．56 3．44 2．55
1955　（100）35．62・） 28．07 14．73 18．78 8．64 4．91 6．23 5．81 3．22 3．67 3．37 2．55
1958　（100）43．88・） 26．71 17．73 17．00 8．25 5．74 5．65 5．08 3．94 3．74 3．24 2．9
1960　（100）54．02・） 24．06 18．75 15．55 9．36 6．70 5．77 4．66 4．99 3．92 3．18 2．99
1961　（100）56．54・） 22．76 19．82 15．44 9．21 6．65 5．59 4．36 5．53 4．10 3．32 3．1
1962　（100）60．34・） 23．00 19．45 14．76 8．95 7．27 5．75 4．31 5．78 4．06 3．36 3．2
1963　（100）65．25・） 22．17 19．78 14．45 8．95 7．58 5．85 4．33 5．91 4．21 3．35 3．37
1964工（100）17．52・） 22．71 19．57 14．44 9．24 6．67 6．27 4．33 5．87 4．45 3．14 3．14
皿　（100）18．66・） 22．45 19．29 13．66 8．84 7．66 6．10 4．66 6．21 4．39 3．16 3．48
資料出所：Monthly　Bulletion　of　Statistics，　UN，　Dec．1964　Special　Table，　P．　XV．
　a）：絶対額を示し単位は10億ドル。
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価格メカニズムと価格競争力（島野）
デンなどのシェアーは，この10年間に殆んど
変化していない。わが国のシェアーは，同期
間約1．8倍拡大した。つまり，さきにみたよ
うに，輸出額のこの10年間における3．3倍の
伸びは，シェアーの1．8倍の拡大をもたらし
たわけである。
　世界貿易とわが国輸出貿易との関係につい
ては，すでに多くの秀れた実証研究がある。
たとえば，マイゼルスは1899年から1959年の
60年間における世界主要工業国の貿易動向を
研究し，わが国輸出拡大についていくつかの
興味ある事実を指摘している1）。そのなかで
第1表と直接関連があるものをあげれば次ぎ
の3点にまとめることができる。
　1．　製造品世界貿易に占める各国シェア
　　　ーの変化
　1899年以来，イギリスのシェアーは漸次縮
小してV・る。すなわち，1914年におけるシェ
アーは，当初の約3分の1，1950年代後期に
至1っては約6分の1に低落した。1950年以
降，アメリカとイギリスのシェアーの減少
は，西ドイツ，日本の輸出増大にとってかわ
られた。
　2．　相対輸出量指数
　この指数は，各国輸出量指数と世界輸出量
指数との比率であるが，1と同様，この指数
によってもイギリスの縮小傾向が明らかであ
る。その他の諸国についてみると，ベルギー，
スイスなどは相対的に安定しているのに対
し，1950年以降の特徴としては，上昇トレン
ドをもつ西ドイツ，イタリア，オランダ，目
本と，下降トレンドをもつスウェーデン，カ
ナダ，アメリカとに区別できることがあげら
れる。マイぜルスは，世界輸出貿易のこうし
た長期的変化の要因を，（イ）工業製品世界市
場の規模の変化，（P）貿易地域および商品パ
ターンの変化，（ハ）各市場の商品グループ別
輸出額に占める各国シェアーの変化に3分
し，イギリス，アメリカ，西ドイツ，日本な
どについて要因分析を行なっている。（イ）は
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貿易地域および商品パターンが不変であった
としたときの各国輸出量の変化を，（ロ）は，
各市場における各国シェアーが不変であった
としたときの各国輸出量の変化を，さらに
（ハ）は，貿易地域および商品パターンが不変
であったとしたときの輸出シェアーの変化を
示している2）。この要因分析をイギリスにあ
てはめると，戦前におけるイギリスの世界貿
易に占める地位が相対的に低落した要因は，
（ハ）の各市場における商品別シェアーの低下
であった。それに対し，1929～37年のわが国
輸出拡大の要因は，（ハ）によっていた3）。マ
イゼルスの要因分析のわが国に関する算定結
果を示すと次ぎの通りである（単位は10億ド
ル）。
）
）
）
α
御
い
計
1929　　　　1937　　　　1950　　　1955
－0，13　　十〇．47　　十〇．31　　十〇．46
十〇．06　　－O．43　　－0．14　　十〇，08
十1．20　　－1．12　　十〇．76　　十〇．82
一←1．13　　－1．07　　一ト0．93　　一ト1．19
　ここで1929，1937，1950および1955の算定
結果は，それぞれ1937，1950，1955および
1959と対比したときの輸出増加の貢献額であ
る。1929年の対1937年要因分析につV・てはす
でに前述した。1937年の対1950年要因分析に
ついては，同期間中に第2次大戦を含んでい
るばかりでなく，加えて戦後の復興過程であ
った時期であるから，その結果については解
釈が困難である。そこでこれを除外して，
1930年代と戦後の2期間である1950・－1955
年，1955－1959年の結果だけを比較してみよ
う。
　1929年における（ノ・）の値は，1930年代の交
易条件不利化による輸出ドライブが反映され
ている。これを戦後の2期間における（ハ）
の値と比較すると，1929年の値の方が大き
V・。しかし，1929年の場合は1937年までの8
年間であり，戦後の2期間の長さはそれぞれ
6年と5年である。この点を考慮すると，戦
後においても，（ハ）の要因がかなり輸出増大
価格メカニズムと価格競争力（島野）
に貢献していることに注意する必要があると
思われる。もちろん，この算定数字の比較だ
けから，戦後にも輸出ドライブがあったとい
う結論をひき出すことはまったく誤りであろ
う。ただここでマイぜルスの結果からいいう
ることは，所得効果的な性格をもつ（イ）の
要因が輸出拡大に果たした役割も相当大きい
とはいえ，他国のシェアーにくい込んで行く
のに貢献した価格競争力を無視しえないとい
うことである。
注1）A，Maizels，　Industrial　Growth　and　Wor－
　　ld　Trade：An　Empirical　Study　of　Tren・
　　ds　in　Production，　Consumption　and　Tra－
　　de　in　manufactures　from　1899～1959，　p．
　　188f．
　2）　マイゼルスの算定式は次ぎの通りである。Si
　　をある商品のある市場におけるシ＝アV－，
　　砺をその市場への世界輸出総量とし，添字
　　　1および0をそれぞれ比較年と基準年とすれ
　　ば，ある期間における輸出量変化は，
　　　　　　ΣS，V，一ΣS。V。
　　である。これを変形し，本文の（イ），（ロ），
　　（ハ）に相当する要因に分解すると，
　　　Σ・・V・一Σ・・V・一｛Σ畷鑑一・）｝
　　　　＋｛Σ・・v・一Σ・・v・（9／：）｝
　　　　・｛Σ・・Vi一Σ・・v・｝
　　　となる。なおこれと同様な分析方法を戦後の
　　　わが国に応用したものとして入江猪太郎「輸
　　　出伸長と国際競争力」（「国民経済雑誌』第105
　　　巻，第6号，昭和37年6月，41～61頁）があ
　　　る。またこの種の要因分析としては，P．　R．
　　　Narvekar，　The　Role　of　Competitiveness
　　　in　Japan’s　Export　Performance，　IMF
　　　Staff　Papers，　Nov．1960があり，これを用
　　　いてEECの輸出変化と競争力を計測した
　　　ものに，拙稿「欧州共同市場論」　『東洋経済
　　　・別冊』1962，No．2，114～120頁）があ
　　　る。
　3）　たとえば，小島　清「日本貿易と経済発展』
　　　第3，4章，昭和33年，同r交易条件』皿．4．昭
　　　和31年，小島　清編『経済成長と日本貿易』
　　　昭和35年および篠原三代平『日本経済の成長
　　　と循環」第3篇，昭和36年などを参照。
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（2）価格メ力ニズムの役割の増大
　前節の最後で，戦後のわが国輸出増大の要
因として，価格競争力が，かなり大きな影響
を与えていることを示唆しておいた。ところ
で貿易における価格効果は，2つの問題に関
連する。その1つは，貿易利益の問題であ
り，これはいうまでもなく交易条件の分析に
結合する。もう1つは，輸出入価格と卸売価
格などに代表される国内価格との相互作用，
別言すれば，貿易と生産構造との相互作用の
問題である。これは具体的には輸出入規模の
動きとの関係に集約されるが，その背後には
生産構造の変化がある。つまり，わが国のあ
る商品の輸出価格が，競争国と比較して相対
的に低下するならば，輸出は増大するであろ
うし，需要条件など他の条件に変化がなけれ
ば，世界貿易に占めるシェアーは増大するで
あろう。その意味で，価格面での競争力は増
大する。この過程で商品別の輸出相対価格は
変化し，一方に輸出商品構成比の変化を，他
方に生産構造の変化をもたらすことになる。
　2－1．先進国間貿易の拡大
　比較生産費説によれば，貿易に参加する国
や地域の価格体系が，ある時点で与えられて
いるとき，貿易が開始されると，1国あるい
は地域の相対的に廉価な商品が輸出され，高
価な商品が輸入される。そしてそれはすべて
の商品の価格が均等化するまで行なわれる。
ヘクシャー・オーリンの要素比率理論は4），
比較優位の発生原因である貿易開始前の価格
体系の差異を，各国の相対的要素賦存比率の
差異に求めた。しかし，需要の大きさを考慮
すると，ある生産要素が相対的に豊富であっ
ても，そのことは直ちにその要素が相対的に
廉価であることを意味しない。そしてヘクシ
ャー・オーリンの理論が，要素集約性に逆転
が生じないというきわめて厳しい条件のみ成
立することについてもH．ジョンソンの明解
価格メカニズムと価格競争力（島野）
な証明がある5〕。
　ここで比較優位説に関する学説展望をする
必要はない。偏向的技術進歩，規模の経済，
輸送費，関税などの要因が，相対価格体系に
対して与える影響はかなり大きいようであ
る6）。さらにミンハスの実証研究に示される
ように7），相対価格体系の変化によって，要
素集約性の逆転が1度ならず生ずることを考
慮すると，要素賦存比率の差異が相対価格体
系に与える影響は，ヘクシャー・オーリンの
理論がいうほど明確ではない。
　そうだとすると，戦後の世界貿易におい
て先進工業国間貿易の拡大がめざましいとい
う事実（第2表参照）は，いったいどんな原
理で説明できるのであろうか。ここに，解明
されるべき，1つの大きな理論的問題が内包
されていることに注意する必要がある。何故
ならば，ヘクシャー・オーリン命題による分
業原理では，先進国間貿易の拡大現象を納得
的に説明することができないのであって，そ
こから新しい分業原理の確立が要請されるか
らである。以下少しくこの点を考察しておこ
う。
第2表　先進国間貿易の拡大
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7
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2
5
5
5
5
5
5
5
5
5
6
6
6
世界貿易に
占める先進
国間貿易の
シェアー
70．　05
69．99
71．85
71．　70
72，36
72．　80
71．　51
71．79
73，81
74．　27
74．　89
76．27
先進国間貿
易に占める
商品分類別
シェアー
（SITC　5）
57．91
58。44
61．56
60．94
61．90
62．90
61．26
63．18
65．55
67．23
66．95
67．85
貿
る
別
間
め
類
国
占
分
進
に
品
先
易
商
貿
る
別
間
め
類
国
占
分
進
に
品
先
易
商
シェアー1
（SITC’7）
54．11
56．81
59．81
59．01
60．28
59．92
58．49
60．11
63．19
65．21
66．99
69．56
シrアー
（SITC
　　6＋8）
63．79
64．73
66．68
66．61
69．00
69．69
68．17
68．87
72．40
73．38
74．08
76．　37
資料出所：Monthly　Bulletin　of　Statistics，　UN，
　　　　Jan．1965．　Special　Table　B．
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　先進工業国の資本労働比率の差は，先進工
業国と低開発国との間で示される資本労働比
率の差より小さいと考えてよい。加えて，先
進工業国の技術水準は，技術提携その他の交
流手段によって類似化すると仮定すると，ヘ
クシャー一一一・オーリン命題の示すところは，分
業と貿易を通じて，要素価格が相対比率とし
ても絶対的にも均等化するに至る。この場
合，たとえ生産構造が，このようないわゆる
同質化過程を歩んだとしても，需要構造が異
っていれば，貿易志向は相変らず存在する。
しかし，先進工業国は相対的に等所得であ
り，類似の趣好をもっていると前提すると，
貿易拡大のインセンティブは，次第に縮小し
てしまうことになる。
　ところが第2表に示したように，戦後の世
界貿易は，主として先進工業国間で拡大して
きた。すなわち，1951年の世界貿易総額に占
める先進工業国間貿易のシェアー一は，約70％
であったが，その後漸増し続け，1962年には
76．3％に達している。さらに，商品別に検討
すると，化学製品（SITC5）の先進国間貿易
のシェアーは，57．9％から67．9％へ，機械製
品（SITC7）のシェアーは，54．1％から69．6
％へ，その他の製造商品のシェアー一は，63．8
％から76．4％へといずれも拡大している。そ
れに対し，先進工業国・低開発国間貿易と低
開発国相互間貿易のシェアーは年をおうごと
に減少している8）。
　2－2．先進国間貿易の分業原理
　小島教授はすでにこうした構造変動に着目
され，先進国間貿易の分業原理として合意的
分業なる構想をだされた9）。合意的分業の背
景には，国際分業パターンのウェイトがL－N
型からL－C型へ移行したという認識がある
（ただしL，N，　Cはそれぞれ労働，自然的
要因，資本設備を示す）。ところで，L－N型
からL－C型への移行は，小島教授によれば
同質化を伴うから，先進工業国間貿易に不安
定性をもたらす。そこで小島教授は，この不
価格メカニズムと価格競争力（島野）
安定性を排除するばかりでなく，より積極的
意味において「L－C比率が接近していても，
あるいは全く同じになって比較生産費差が存
在しなくなっても，なお分業した方がよいと
いう根拠」9）として，「規模の経済の相互的実
現をめざす分業」9）である合意的分業に達す
ることを説かれる。この所論で注目すべきこ
とは，「こういう分業は比較生産費差という
価格機構に刺激されるものではない」という
1節である。この場合「価格機構に刺激され
るものでない」ことの意味内容が極めて不明
確である。
　本来，国際分業では価格機構を通じて資源
配分の適正化が促進され，貿易利益が生ずる
のであるが，合意的分業では価格機構以外に
いかなる調整機構があるのであろうか。中央
集権的な計画主体があって，価格機構が働か
なくても分業を成立させるのであろうか。ま
た中央集権的計画主体がない場合には，生産
規模や技術が伯仲しているという意味で，併
列的な企業がカルテル的行為で合意をとりつ
けるのであろうか。
　小島教授の合意的分業原理の構想が明らか
にされた後，その所説のざん新性の故に幾多
の批判があった’°）。ここではそうした批判と
の重複を避け，先進工業国の所得水準が均等
化してくる過程での分業においても，ますま
す価格機構の役割が増大し，貿易が価格機構
によって促進されるようになることに焦点を
絞って考察してみたい。
　（1）　輸入量は国民所得（または生産額）
の増加関数であるから，限界輸入性向が所与
であるとき，所得の増加が大きければ大きい
ほど，輸入の増加も大きくなる。したがっ
て，その他の条件に変化がなければ，経済成
長率の高い国での貿易量はそれ以外の場合に
より拡大するといってよい。戦後先進工業国
間貿易が拡大した背景には，それらの国々が
示した経済成長率の貿易促進効果があったこ
とは否定できないであろう。
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　（2）　いま先進工業国1人当り所得水準の
均等化が需要構造の類似化を伴うと仮定しよ
う。明らかに両国のある商品に対する需要の
和は1国のそれより大きいから，類似の需要
構造をもつ国ぐにのある商品に対する需要の
和は，需要構造に大きな差をもつ国ぐにの国
じ商品に対する需要の和より大きい。したが
って，類似の需要構造をもつ国相互間の貿易
の方が，大量生産の利益とか規模の経済がも
たらす利益を亨受しやすいことになる。これ
を貿易の「拡張効果」と名づけよう。
　（3）　需要構造の類似性は，生産構造を類
似化する傾向があるであろう。何故ならば，
各国の生産構造はもともとその国で需要の大
きい商品をより多く生産しているはずだから
である。需要構造の類似性を仮定すると，そ
のことは各国の国内需要が相対的に大きい商
品が同時に輸出可能商品（exportables）だと
いうことを意味している。ところで，いずれ
の国をとってみても，経済発展の過程を始動
せしめる改善が，その国で需要が相対的に大
きい商品を生産している産業部門で行なわれ
ることは明らかであるからll），この部門は容
易に輸出部門となりうる12）。したがって需要
構造の類似性は初期において輸出構造を類似
化する傾向をもつ。
　以上，需要構造一生産構造一輸出構造の類
似化傾向を述べてきたが，こうした傾向は必
然的に不安定性を増すのであろうか。さらに
いえば，不安定性を回避するために，合意的
分業という価格機構の働かない彼岸に到達す
ることを余儀なくされるのであろうか。わた
くしはそうは考えない。むしろ逆である。需
要構造の類似化傾向は貿易においてある商品
とその商品と類似の商品が市場に現われてい
ることを意味することから，何んらかの要因
で価格の僅かな変動が生ずると，その代替効
果はそうでない場合よりも大きい’3）。両国の
需要構造→生産構造の類似化傾向が進展す
るとき，もし各国が貿易障壁を設けるとする
価格メカニズムと価格競争力（島野）
と，各国は生産を国内需要額に見合う規模に
まで縮小しなければならず，いわゆる不安定
性問題が拾頭する。しかし，貿易が自由化さ
れている限り，前途の拡張効果と代替効果が
十分に機能する。かくして，両国は同一財に
ついてではなく，代替財について競争しなが
ら，相互の市場で拡大された需要を発見する
ことができる。加えて需要構造は平板的でな
い。人間の欲望からいっても，ほとんど無限
に近いほどにまで需要は多様化されるし，そ
うした多様化は所得水準が高くなればなるほ
ど進展する。しかも，需要の多様化は競争代
替商品の市場性の範囲を拡大するから価格機
構の果たす役割もまた増大する1”）。
　拡張効果と代替効果カミ完全に機能するため
には，価格機構を媒介とする需要構造，生産
構造および輸出構造の転換能力が大きいこと
を前提とする。わたくしは別の機会に15），先
進工業国の特徴として産業構造の転換能力が
大きいことを指摘し，それが貿易自由化の過
程で国内・国際間における資源の配分の適正
化を促進していると述べた。産業構造の転換
能力が，技術変化によって刺激される場合も
あろう。しかし，仮りに技術が所与であって
も，需要のインパクトによる相対価格体系の
変化があれば，資源の適正配置化を刺激する
ことによって，産業構造が変化し，それが次
ぎの需要を誘発することになる。つまり，こ
うした動態的なブイードバック・システムが
十分に機能することが，産業構造の転換能力
なのである。
　産業構造の転換能力が大きければ，貿易商
品が劣等財でない限り，僅かの相対価格体系
の変化によって，拡張効果と代替効果が作用
する。その結果，各国は両国の和という意味
で拡大した需要と多様化する需要に適合しな
がら，相対的に廉価な商品の生産を増大する
ことによって分業特化15）するようになる。
　したがって，初期において需要構造→生産
構造→輸出構造が類似していても，両国間の
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相対価格体系に少しでも差があれば，貿易は
拡大しはじめる。そして貿易の拡大過程で各
国の輸出構造の類似性は次第に稀薄化し，特
定商品に特化14）するようになり，生産構造も
輸出構造の変化に対応して変化するようにな
る。つまり，輸出構造→生産構造という逆方
向の変化の過程が進展する。そして，この過
程は需要構造をも変化させるに至るであろ
う16）。
　以上，われわれは先進国間貿易の拡大傾向
と，そこで機能する分業原理について考察し
た。高い所得水準が相互に需要を拡大すると
いう所得効果とならんで，そうした高い所得
水準が生みだす需要構造の多様化が価格機構
の活動範囲を拡大することによって，先進国
間貿易を拡充深化させる。われわれはわが国
の世界貿易に占める地位が，次第に上昇して
きていることを前節で確認したが，この事実
認識と先進国間貿易における価格機構の役割
の増大とを結合するとき，わが国の価格競争
力はどのように変化しているのであろうか。
これが次ぎの間題である。
注4）　E．Heckscher，‘‘The　Effects　of　Foreign
　　Trade　on　the　Distr三bution　of　Income”in
　　Readings　in　the　Theory　of　lnternatio－
　　nal　Trade，1949，　pp．272－300；B．　oh　lin，
　　Intergegional　and　International　Trade，
　　1957
5）　H．G．　Johnson，　Factor　Endowments，　In－
　　ternational　Trade　and　Factor　Prices，
　　Manchester　School　of　Ec・nomic　and　SOC・
　　ial　Studies，　Sept．　1957，　pp．270～283；
　　R．W．　Jones，“Factor　Proportions　and
　　the　Heckscher－Ohlin・Model．，”Reτ；iezu
　　of　Economic　Studies，　1956～57，　pp．1～
　　10を参照。
6）　たとえば，G．　P．　A．　Mac　Dougal，“British
　　and　American　Exports；AStudy・Sugges
　　ted　by　Theory　of　Comparative　Costs”，　Prt
　　I，Economic　Journal，　Dec。1951，　pp．697
　　－724，；Part　］【，　Economic　Journal，　Sept．
　　1952，pp，487－521；B．　Balassa，‘‘An　Em－
　　pirical　Demonstration　of　classical　Com一
価格メカニズムと価格競争力（島野）
　　parative　Cost　Theory，”　The　Revietv　of
　　Economics　and　Statistics，　Aug．1963；
　　W．C．　Shelton　and　J．　H．　Chandler，“The
　　Role　of　Labour　Cost　in　Foreign　Trade”，
　　Monthly　Lobor　RevieXt，，　May　1963など
　　を参照。
7）B．S．　Minhas，　An　International　Compa－
　　rison　of　Factor　Costs　and　Factor　Use，
　　Contributions　To　Economic　Analysis
　　XXXI，1963；K．　J．　Arrow，　H．　B．　Che－
　　nery，　B．　S．　Minhas　and　R．　M．　Solow，
　　‘℃apital・Labor・Substitution　and　Econo・
　　mic　Ef［iciency”，　The　Rewiezv（）f　Econo－
　　mic　and　Statistics，　Aug．1961，　pp．225－
　　50
8）　小島　清『世界経済と日本貿易』昭和37年。
　　特に第1編世界経済の発展と構造を参照。
9）　同，102頁および小島　清rEECの経済学』
　　1962年を参照。
10）　たとえば，渡辺太郎教授の書評（季刊理論経
　　済学，Sept．1963，70～72」頁）をはじめ，北川
　　一雄教授の書評論文である「「EECの経済
　　学」の基本構想」世界経済評論，No．61963，
　　40～44頁や，中西市郎教授の批判論文「国際
　　分業論の課題一合意的国際分業原理批判一」，
　　世界経済評論，No．61963，6～15頁などを
　　参照。
　　　その後小島教授からの反批判的所論には接
　　していない。しかし，問題はあくまで先進工
　　業国間の動態的分業原理という重要な内容を
　　含んでいる．その意昧で同教綬の優れた構想
　　力が，この分野での研究に多大の刺戟を与え
　　たことに敬意を表したい。
11）　ピックスの言葉を借用すれば，「国家もまた
　　人間と同様に，すでに相対的に立派にやって
　　いる種類の生産において，相対的に拙劣にや
　　っている生産におけるよりも，その改善をな
　　す可能性が最も大きい。」J．R．　Hicks，　Essa－
　　ys　in　World　Economics，　London　1959，
　　P．76；大石泰彦訳「世界経済論」91頁。
12）リソダーはこうした考え方を最も強く示し
　　た。彼の所説は大体次ぎのようである。1国
　　はある範囲にわたる輸出可能財をもつ。ある
　　商品が輸出可能財になりうるための必要条件
　　は，その商品の自国内での需要の存在である
　　から，輸出可能財の範囲は国内需要によって
　　決定される。したがって，貿易参加国がまっ
　　たく同じ需要構造をもつという極端な場合に
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13）
14）
15）
16）
は1国の輸出可能財と輸入可能財は，同時に
他国の輸出可能財と輸入可能財である。
こうした問題意識のもとで，産業別輸出代替
弾力性を国際比較したものに，拙稿「技術進
歩と輸出入競争力の分析」日本経済調査協議
会，平田委員会資料，昭和40年5月がある。
このことは，技術水準や需要構造に大ぎな変
化がなければ，時系列で比較した代替弾力性
が増大することを意味する。
拙稿「EECの生産技術構造と分業原理の一
考察」日本経済調査協議会『先進国貿易のパ
ターソ」第5章，昭和38年，278頁を参照。
なお，この論文でわたくしは，EEC諸国の
技術構造と需要構造を投入産出分析の手法で
検討し，各国間にかなりの差異を発見した。
もしそうであれば，EEC域内間の分業原理
はそのまま価格機構によって説明することが
できるであろ5。しかも，各国の転換能力が
大きければ，そこでは産業別大分類での同質
化の過程が一見進展しているように見えて
も，産業内の構成は異質化してゆくことに注
意しなければならない。小島教授の所論で
は，同質化による不安定性を一方で主張され
ながら，他方で「カテゴリー別分業」という
異質化の過程が包含されている。この種の分
業は合意によるのではなく，価格機構と産業
構造の転換能力の結果生ずるものと考えた
いo
アメリカの自動車，映画および耐久消費財産
業，わが国のトラソジスタF・ラジオ産業な
どは，生産側が新しい需要トレンドを創出し
た適例といってよい。
（3）　価格競争力の変動
　国際競争力　（international　competitive
strength　or　competitiveness）という表現が
しばしば使われるが，この意味内容は明確で
ない。新聞，雑誌などでこの表現が使われて
いると，前後の関係から何んとなく判ったよ
うに読み過してしまうが，この言葉はきわめ
て曖昧である。　「経済規模の拡大は，同時に
国際競争力の強化をもたらした」とか「国際
競争力の面で従来おくれていると考えられて
いた機械工業でもかなりの水準にまで到達し
価格メカニズムと価格競争力（島野）
あと1歩というところまで来ている」などと
いう記事が随所の散見される。用いられた場
所に応じて不適当な解釈が与えられているの
では，誤解を招くことになるし，それどころ
か経済学が用いる厳密なタームとして殆んど
使用に耐え得ない。
　ある商品に競争力があるかないかは，（1）
貿易参加国間の生産性上昇率，（2）為替相場
の変化，（3）輸出促進効果をもつ租税措置お
よび補助金，（4）各国国内価格水準の上昇率，
（5）輸出可能財（exportables）の質の改善
率，（6）新商品の開発速度，（7）輸出市場需
要構造への適合性，（8）受注一完成期間の長
短など，多くの要因を勘案して判断しなけれ
ばならない。
　このうち，（1）一（4）は主として輸出可能
財の価格競争力の直接規定要因であり，（5）
・一 i8）は価格以外による競争力の規定要因と
考えればよいのであろう。もっとも輸出可能
財の質が改善されたり，新製品が開発される
と，大体同一の価格水準であれば外国の競争
商品を駆逐するのであろうから，こうした要
因も間接的に価格競争力に大きな影響を及ぼ
すことは疑いない。しかし，ここでは（5）一
（8）の要因を各国間（特に主要工業国間）で
数量的に把握できないので，以下の考察では
特記すべきものだけにとどめておくことにす
る。
　3－1．輸出単価指数の国際比較
　前節では，先進国貿易において価格機構の
役割カミ減少するどころか増大する理由を明ら
かにした。ところで本稿の出発点には，わが
国の価格競争力が戦後，特に最近数年間著増
したのではないか，しかも輸出品構成が先進
工業国のそれに接近してきたことが，価格競
争力の果たす役割を増大させ，それが最近の
輸出を驚異的に伸ばしている理由ではないか
という問題意識があった。
　そこでまず最初に，わ力掴輸出単価指数の
戦後の推移を国際比較しながら検討すること
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第1図　製造商品の輸出単価指数（1953・一一100）
　　　（SITC，　Section　5－8）
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資料出所：S．J．　Wells，　British　Export　Per－
　　　　formance，1964．　p．60
にしよう。第1図は，1953’－59年の製造商品
輸出単価指数の変化を示す。アメリカとイギ
リスの輸出単価はこの6年間に10～15％上
昇したのに対し，西ドイツはほぼ横ばい推移
し，日本は約10～12％低下してV’る。これ
と同様の推移が1899－－1959年の60年にわた
る長期変動でもみられるのはきわめて興味深
い（第2図参照）。
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第2図　輸出単価指数の推移（1899＝100）
イギリス
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資料出所：A．Maizels，　Industrial　Growth
　　　　and　World　Trade，1963．　p．208
　特に1930年代におけるわが国輸出単価指数
の急低下は，前述した交易条件の不利化に伴
う，輸出ドライブの期間であり，イギリスの
輸出単価指数の変化と対照的な推移を示して
いる。ごく大雑把な言い方をすれば，紡績工
価格メカニズムと価格競争力（島野）
業製品を中心とするわが国の輸出は，この期
間イギリスを価格競争面で完全に圧倒したと
いえるであろう。さらに第3図によって，ご
く最近までの輸出単価指数の変化を読みとる
ことができる。
第3図　輸出単価指数1957～1963（1958；＝100）
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　資料出所：Monthly　Bulletin　of　Economics，
　　　　　UN，　Jan．1965．
　第1・第2図と同様，わが国の指数は低下
傾向にあるから，第1図（1953＝100）と第
3図（1958＝100）とから，戦後わが国の輸
出単価指数は趨勢的に低下傾向にあるといっ
てよい。加えてこの期間は世界貿易の自由化
が推進された期間であり，人為的な貿易障壁
　　　　　　　　　ノ
が徐々に撤廃されていった期間である。わが
国主要輸出産業の価格競争力が国際市場で発
揮される条件が，商品別にも次第に拡大され
つつあったということができる。すなわち，
この期間をわが国の側からみると，いわゆる
産業構造高度化の達成が次第に実現しつっあ
る時期であり，他方わが国の貿易障壁は，生
産規模も小さく，したがって単位当リコスト
の高いわが国重化学工業を保護するのに役立
ったのである。
　このようにみてくると，他の条件に特別の
変化がなければ，わが国の主要輸出商品の価
格競争力は，戦後年を追うごとに拡大されて
きたといってよいであろう。ただし，次の諸
点に留意する必要がある。
　（1）　ここで検討した輸出単価指数は，総
計（Aggregates）としての輸出単価の推移で
あるということの他に，本来単価指数は，数
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量と価格データの同一見出しに含まれる，多
種の財を内包しているから，単価指数の変化
は，貿易される量の割合の変化と，価格の変
化の双方から成立っている。したがって，
Aggregatesとして見た場合に価格競争力が
あるように見えても，その内部では競争力が
きわめて劣っている重要な産業部門がありう
る。
　（2）　国際商品分類（SITC）にもどつく
指数では，商品の質の変化を考慮していな
い。戦後多くの先進工業諸国の生産性向上は
めざましく，商品の質が広汎に改善されてい
ることは全く疑問のないところである。この
点を考慮すると，単価指数には上方のバイア
スがあると考えてよいであろう。注意すべき
は，このバイアスが各国で同一でないことで
ある。リンダーのシェアーは，所得水準の差
が代表的な商品需要に差をもたらすこと，そ
してこの差が国際分業の基本的原理となると
いうものである。
商
品
の
質
第4図　所得水準と商品の質との関係
％ 拓 所得水準
　いま貿易参加国の所得水準を横軸に，商品
の質を示す指数を縦軸にとると，第4図のよ
うに所得水準と代表的需要商品の質とは，あ
る幅をもった正の関係として示されることに
なる。このシェアーにしたがえば，所得水準
が高ければ高いほど，そして質の改善率が経
価格メカニズムと価格競争力（島野）
済成長率と強い相関があることを仮定すれ
ば，高成長国であればあるほど，その輸出単
価指数は上方へのバイアスをもつことになる
であろう。
　（3）　産業別輸出単価の変動は，通常同一
産業内の商品別価格変動より大幅であるか
ら，産業別輸出価格の変動だけを検討してい
ては，その国の価格競争力を正確には判断で
きない。換言すれば，その国の輸出の商品別
にみた相対的重要性を産業別輸出単価指数か
ら推論する場合には，この点に留保条件をつ
ける必要がある16）。
　3－2．輸出物価と卸売物価
　価格が競争力の概念にとって基本的な要素
であることにっいては，多言を要しないであ
ろう。他の条件に大幅な変化がなければ，輸
出相対価格の変化が世界市場における輸出の
シェアーに直接影響を与えることは確実であ
る。
　前項では，わが国輸出単価指数の国際比較
資料を用いて，わが国の価格競争力が次第に
強化されてきていることを確認した。ところ
で商品の質というきわめて測定困難な要因を
さし当って除くとき，価格競争力の判定基準
は輸出価格だけであろうか。本項では輸出価
格と並んで，あるいは輸出可能力の評価とい
う意味からすれば，それ以上に重要であると
老えられる卸売価格について考察する。
　ある商品の輸出可能力を評価しようとする
とき，輸出価格をもってしては評価できな
い。何故ならば，輸出価格は実際に輸出され
た商品の価格である。つまり，われわれが資
料として入手し，競争力を測定しようとして
用いる輸出価格は，すでに輸出された類似
の，または代替商品の価格である。したがっ
て，expostにある商品の輸出のシェアーが増
大したのは，その輸出価格が相対的に低廉で
あったからだと判断することはできても（そ
れでもなお幾多の留保条件があることについ
ては前述した），実際にある商品が輸出しう
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るかどうかは直接判断できない。したがっ
て，ある産業，またはある商品の価格競争力
が，この意味であるかどうかを判断するに
は，輸出価格ではなくて卸売価格の推移によ
らなければならない。この場合，卸売物価に
は輸出に無関係な商品が含まれているという
反論があるかも知れない。しかし，輸出可能
財と輸入可能財がかなり類似している先進国
間貿易では，そうした反論も有効性に乏し
い。われわれが，ここで卸売物価を優先する
のも，そして後章で交易条件の重要性を指摘
するのも，先進国間貿易での価格効果の増大
が，貿易構造のみならず，生産構造の編成に
重要な影響を与えていることを強調したいか
らである。
　卸売物価が優先される理由として1例を示
せば次の通りである。世界市揚が完全競争だ
と仮定し，ある国の生産費がインフレ圧力の
もとで上昇傾向にあるとしよう。つまり，輸
出可能財価格が他国に比較して相対的に上昇
する状態にあるとする。ある国のインフレ圧
力は地域的に限定されており，世界価格には
何の影響も及ぼさないとすると，この国の輸
出量は減少することになる。そこでこの国の
輸出可能商品が世界市場が競争するために
は，その生産費を下げなければならないはず
である。しかし，この状態におけるインフレ
国の輸出価格指数は上昇傾向を殆んど反映し
ないであろう。何故なら，輸出価格指数は，
輸出された商品の価格を指数化したものであ
り，競争市場で決定される輸出価格は，そう
した上昇変化を示さないからである。したが
って，輸出価格指数はインフレにより実際に
生じた輸出量の減少を何ら説明していないこ
とになる。
　商品構成の差異を別にして，わが国の産業
別卸売価格指数の推移をイギリス，西ドイ
ツ，フランスのそれと比較したのが第5図で
ある。各国指数はそれぞれ基準年を1960にと
ってある。この指数は絶対価格の比較ではな
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第5図　産業別相対卸売価格指数の推移
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いから，指数の相対比率が100以上であるか
らといって，わが国の産業別商品価格が諸外
国よりも絶対的に廉価であるとはいえないこ
とに注意する必要がある。この比較によって
明らかになることは，指数比率が上昇傾向に
あるか，それとも下降傾向にあるかを確認す
ることによって，わが国の産業別商品価格が
相対的に割安化する方向にあるか，それとも
逆に割高になりつつあるかが分かるというこ
とである。相対価格の変化方向が明らかにな
れば，仮りにある産業の生産する商品の世界
貿易に占めるシェアーが現在相対的に小さく
ても，価格競争力は次第に強化されることを
含意する。したがって，そうした産業は潜在
的には輸出拡大能力を保有しているといって
よいであろう。
　資料としては第5図脚注に示したが，イギ
リス，フランスおよびわが国は卸売物価指数
を用いているが，西ドイツだけは生産者価格
指数で代用した。産業別価格指数の相対比率
の推移をみると，次の諸点が特徴的である。
　（1）　ここ数年来，設備投資，合理化投資
の盛んであった産業（銑鉄17）化学’8）機
械19））ほど，わが国卸売物価の相対的な割安
傾向が顕著である2°）。加えて共通にいえるこ
とは，割安傾向が1957年以降特に明瞭である
ことである。その原因は各国ともきわめて多
岐にわたり，一義的に判定することはできな
V・。しかし，一般的にいV・うることは，1955
－－ T6年頃から欧州諸国は完全雇用状態に達
し，生産性上昇と資源配分の適正化以外に物
価上昇を抑える手段がなくなったのに対し，
わが国は技術革新（その多くが輸入技術であ
ることに注意する必要がある）と，相対的に
豊富かつ知識水準の高い労働力とに支えられ
て，卸売物価の上昇をくいとめることができ
たことである。
　（2）軽工業部門のカテゴリーに包含され
る繊維　紙・パルプ　食品工業について相対
卸売物価の推移をみると，（1）で検討した
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諸産業とは逆に横ばいか割高傾向を示してい
る。繊維産業は，1957・・－58年頃まで明瞭な割
安傾向を示していたが，その後殆んど横ばい
で推移している。こうした傾向は食品工業に
ついても妥当する。それに対し，紙・パルプ
工業は，繊維　食品工業と異なり，わが国卸
売価格の割安傾向を示しているが，それはフ
ランスに対してのみいえることで，西ドイツ
との比較では殆んど横ばい状態である。
　以上の考察から，次のように要約できるで
あろう。
　輸出単価指数の推移を国際比較してみる
と，わが国は相変わらず割安傾向を維持して
いる。したがって需要構造に急激な変化がな
い限り，（1）わが国の輸出商品価格弾性値が
大きいこと，（2）技術進歩による品質改善の
可能性が相変らず大きいこと，（3）新商品の
輸出拡大能力を無視しえないこと，（4）生産
構造の高度重化学工業化が，輸出商品に関す
る代替弾力性を増大化しつつあること，など
の要因に支えられ，わが国の価格競争力は今
後も強化されるものと思われる。
　また，卸売価格に関する国際比較によって
も，設備投資率と技術進歩率の高い重化学工
業部門は割安傾向が確認された。したがっ
て，現実の価格競争力だけでなく，これらの
部門の潜在的価格競争力もかなり大きいと考
えてよい。
注16）こうした問題意識が明瞭であるとは必ずしも
　　いえないが，産業別にとどまらず，わが国の
　　商品別輸出価格をアメリカのそれと比較した
　　数少ない研究として，森　仁ほか「輸出の発
　　展と輸出価格一その長期的分析への一つの試
　　み一」「日本の輸出貿易』所収，　昭和35年》
　　186～212頁がある。
17）　鉄鋼の国際比価を行なうのには，きわめて複
　　雑かつ厄介な問題がある。販売条件の差異，
　　各種エキストラ，税制の差異，運賃その他の
　　要因を可能な限り考慮して比較を行なわなけ
　　ればならないからである。加えて製品の種類
　　も，機械工業や化学工業のそれと比較して遥
　　かに少ないとはいえ，相当広汎である。しか
価格メカニズムと価格競争力（島野）
　　し，鋼材倶楽部が昭和37年に調査した結果に
　　よると，小形棒鋼（平炉鋼）のメーカF－u販売
　　価格は，メトリック・トソ当りでわが国が
　　111ドル，アメリカ149ドル，フラソス134ド
　　ル，西ドイツ131ドル，イギリス113ドルであ
　　り，わが国の棒鋼が最も廉価である。しか
　　も，欧州の問屋価格制度は，メーカー販売価
　　格の40～60％高であるから，全体としてみ
　　ても，わが国鉄鋼価格はさらに割安になる。
　　鋼材倶楽部編「鉄鋼の価格」昭和37年5月参
　　照。
18）　化学工業製品はきわめて多種である。さぎに
　　考察した先進国間の分業原理，つまり需要構
　　造に適合した製品の多様化が，価格メカニズ
　　ムの機能を拡大することを思い出すと，化学
　　工業を一括した卸売物価の相対的変動は，実
　　際には何も語っていないことを意味するであ
　　ろう。したがって，化学工業の比較優位性を
　　検討するには，少なくとも中分類程度まで
　　disaggregateした相対価格を問題としなけ
　　ればならない。ここでは記すにとどめ，今後
　　の研究課題としたい。
19）化学工業と同様，製品の多様性から相対価格
　　の検討にはdisaggregationが必要である。
　　価格をも含めてわが国の機械工業の競争力と
　　今後の方向についての検討については，産業
　　構造調査会小委員会報告が最も包括的であり
　　示唆に富む。
20）　技術進歩率と卸売価格変化率との間には負の
　　相関がある。わが国についてこれを産業別に
　　検討したものに，渡部経彦・荏開津典生「技
　　術進歩の国際比較」日本経済調査協議会，平
　　田委員会資料，1965年5月がある。
　〔追記〕
　価格競争力を問題にするとき，それが単に
輸出量を拡大するだけでなく，貿易利益が増
加しているかどうかを老慮しなければならな
い。したがって，所得交易条件の推移を検討
するも必要であろうし，ヒックスのいう偏向
的技術進歩が交易条件に与える効果について
もこれを分析に際して勘案すべきであろう。
こうした問題についての検討は，中間的報告
の域を出ないが，拙稿「技術進歩と輸出入競
争力の分析一輸出代替の国際比較」日本経済
調査協議会，平田委員会資料，昭和40年5月
を参照されたい。
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